
都市計画区域マスタープランの構成
第１章 基本的事項 第２章 都市計画の目標 第４章 主要な都市計画の決定方針
第１節 都市計画区域マスタープランの位置づけ 第１節 計画期間と範囲    ※  赤字 の新たな都市施策等を反映

 １．計画期間    ※ 各節に記載している優先整備施設の時点修正

 ２．都市計画区域の範囲と規模 第１節 土地利用に関する主要な都市計画の決定方針
 １．基本方針

第２節 ○○圏域における都市づくりの基本方向  ２．主要用途の配置方針
 １．○○圏域の課題  ３．市街地における建築物の密度構成に関する方針
     ※ ３つの重点的な対応項目毎に、各圏域の課題について記載  ４．市街地における住宅整備の方針

 ５．市街地において特に配慮すべき問題等を有する市街地の
 ２．○○圏域の都市づくりの基本方向  [中部圏域の記載例]    土地利用の方針
    ●基本方向１  ６．市街化調整区域及び用途地域外の土地利用の方針
     県全体の連携・交流の要になるとともに、圏域内の各  ７．美しい都市景観の保全・創出に関する方針
  都市が連携する県央の広域都市圏の形成  ８．大規模集客施設の適正立地に関する方針

第２節 本県の目指す都市づくり     ●基本方向２  ９．都市計画区域外における土地利用に関する方針
          自然や田園と共存した、安全で快適な生活を送るための
  都市の形成 第２節 都市施設の整備に関する主要な都市計画の決定方針
    ●基本方向３  １．交通施設
    多様な自然、歴史、田園環境の保全と活用  ２．下水道及び河川

 ３．公園、緑地等
第３節 地域毎の市街地像  ４．その他都市施設
   ※ 第３節に記載している市街地・拠点の時点修正

 １．「人のまとまり」を形成する核となる市街地 第３節 市街地開発事業に関する主要な都市計画の決定方針
  (1)圏域の拠点となる市街地  １．主要な市街地開発事業の決定の方針
  (2)地域生活の中心となる市街地  ２．市街地整備の目標
       (3)その他市街地
 ２．産業や観光の拠点となる市街地 第４節 自然環境の整備又は保全に関する方針
       (1)工業拠点  １．基本方針
     （2)流通業務拠点  ２．主要な緑地等の配置の方針
       (3)観光拠点  ３．実現ための具体の都市計画制度の方針
       (4)ＩＣＴ等産業拠点  ４．主要な緑地等の確保目標
 ３．既存集落
 ４．連携軸 第５節 防災都市づくりに関する方針

 １．基本方針
  【地震・津波災害】【豪雨・土砂災害】【火山災害】

第３章 区域区分(線引き制度)の決定の有無  ２．防災都市づくりに関する機能強化・整備の方針
    及び定める際の方針  ３．主要な施設の配置の方針

第３節 本県の将来都市構造    ※ 人口・産業の規模について、数値を時点修正

第１節 区域区分の有無 第６節 都市計画の推進に関する方針
第２節 区域区分を定める際の方針  １．基本方針
  (1) 目標年次に市街化区域･調整区域に配置される人口の規模  ２．推進に関する方針
  (2) 目標年次に市街化区域･調整区域に配置される産業の規模

巻末資料 事前復興まちづくりに向けて（概要） ※追加

 県内の6つの圏域を考慮して将来の都市構造のあり方を示す。
  拠点  ･･･ 広域拠点・圏域拠点・地域拠点
  軸   ･･･ 広域連携軸・地域連携軸・水と緑の連携軸
  ゾーン ･･･ 市街地形成ゾーン・農住共生ゾーン・自然保全ゾーン

都市緑地法

都市緑地法

都市緑地法

都市緑地法

流域治水

事前復興まちづくり流域治水



都市計画区域マスタープラン（圏域毎の特色） 追加する新たな都市施策等

都市計画区域マスタープラン圏域図 １ 都市緑地法の改正

２ 流域治水に関する改正

３ 事前復興まちづくり

～新たに追加した巻末資料～

 今後起こりうる災害に対する「復興事前準備」として「事前復興まちづくり計画」の作成を促
進するため、記載する内容を追加。

背景
 本県においても、南海トラフ巨大地震や河川の氾濫による洪水、霧島山系による火山災害等の甚大な被害
が想定される。これまでの大規模災害後の状況から、復興に相当の期間を要している状況が見受けられるだ
けでなく、大災害によって、人口減少や少子高齢化、産業の衰退等、被災前からある地域課題をさらに加速
させると言われており、さらに、南海トラフ巨大地震の被害範囲は広範囲に及ぶと想定されているため、国
からの十分な支援が期待できないなど、復興への取組環境が厳しくなるおそれもある。
 宮崎県の特徴として、沿岸部に人口が集中しているほか、重要な産業・物流拠点を有する工業集積地が位
置し、地域経済の中核を担っている。これまでの防災・減災対策による直接的被害の軽減だけでは無く、被
災後の人口流出や地域産業の維持といった間接的被害も軽減するために、事前に被災後の復興まちづくりを
計画する取組みを促進する。
事前復興まちづくり計画としてとりまとめる内容
 国の「事前復興まちづくり計画検討のためのガイドライン」を参考に、基本的な4項目として記載。

 気候変動対応、生物多様性の確保、幸福度の向上等の課題解決に向けて、緑地が持つ機能に対
する期待が国際的に高まっていることから、緑地の質・量両面的での確保に向けた都市緑地行政
を一層推進するためのまちづくりの方針を追加。

 激甚化・頻発化する豪雨災害被害を受け、河川管理者等だけでなく様々な関係者による総合
的・多層的なハード・ソフト対策を行う「流域治水」において、より実効性を高め、強力に推進
するためのまちづくりの方針を追加。

【東臼杵・西臼杵圏域の都市づくりの基本方向】
１：東九州の連携の要、県北広域都市圏の形成

２：「人のまとまり」の形成

災害に強い都市づくり

３：自然･歴史･文化･地域産業などの地域資源を

生かした広域連携

【区域区分（線引き制度）の決定の有無】
・日向延岡新産業都市計画区域については、引き続き区域区分

を行う。

・高千穂都市計画区域については、区域区分を行わない。

【北諸県圏域の都市づくりの基本方向】
１：南九州の要所、県南広域都市圏の形成、

沿岸部の後方支援拠点

２：「人のまとまり」の形成

災害に強い都市づくり

３：豊かな水環境の保全、地域資源を生かした

広域交流圏の形成

【区域区分（線引き制度）の決定の有無】
・全ての都市計画区域で区域区分を行わない

【中部圏域の都市づくりの基本方向】
１：県全体の連携・交流の要

県央広域都市圏の形成

２：「人のまとまり」の形成

災害に強い都市づくり

３：多様な自然、歴史、田園環境の

保全と活用

【区域区分（線引き制度）の決定の有無】
・宮崎広域都市計画区域については、引き続き

区域区分を行う。

・田野及び綾都市計画区域については、区域区分

を行わない。

【南那珂圏域の都市づくりの基本方向】
１：観光リゾート地として日南海岸などの

地域資源の活用

２：「人のまとまり」の形成

災害に強い都市づくり

３：地域資源を生かした海･山･里一体の

広域交流圏の形成

【区域区分（線引き制度）の決定の有無】
・全ての都市計画区域で区域区分を行わない

【児湯圏域の都市づくりの基本方向】
１：日向灘から九州山地までの地域資源活用

２：「人のまとまり」の形成

災害に強い都市づくり

３：多様な自然・歴史・田園環境の

保全と活用

【区域区分（線引き制度）の決定の有無】
・全ての都市計画区域で区域区分を行わない。

【西諸県圏域の都市づくりの基本方向】
１：県西の交通の要衝

２：「人のまとまり」の形成

災害に強い都市づくり

３：高原性の自然･温泉･歴史･農林業などの

地域資源の活用

【区域区分（線引き制度）の決定の有無】
・全ての都市計画区域で区域区分を行わない。


